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１．国保標準仕様書【第1.4版】公開までの実施経緯と実施内容

3

国民健康保険システムの標準化においては、令和3年度より検討を開始し、令和4年8月31日に国民健康保険シス
テム標準仕様書（以下「国保標準仕様書」という。）を公開し、その後も制度改正や持ち越し事項、デジタル庁におけ
る検討事項等に基づき改定を行い、令和7年3月31日に国保標準仕様書【第1.4版】を公開したところ。

令和6年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

全国
意見
照会

WT
検討会

▲9/2
国保標準仕様書
【第1.3版】（案）公開

▲10/31
国保標準仕様書
【第1.3版】公開

照会
結果
反映

WT
検討会
準備

証一体化
検討・仕様書
案作成

▲8/7第1回WT

▲8/22第1回検討会

▲10/16
第2回WT

▲10/22
第2回検討会

WT
検討会

WT
結果
反映

WT
結果
反映

▲2/3
国保標準仕様書
【第1.4版】（案）
公開

▲
3/31

国保標準仕様書
【第1.4版】公開

▲3/10
第4回WT

▲
3/21

第4回検討会

特定健診仕様書
確認・仕様書案作成

その他課題検討・
仕様書案作成

子ども子育て支援金制度
仕様書案作成

令和6年度
上期改版対応

令和6年度下期改版対応

eLTAX
仕様書案作成

9/2～13

▲8/31 特定健診等標準仕様書【第1.0版】公開

▲1/15
第3回WT

▲1/24
第3回検討会

全国
意見
照会

照会
結果
反映

WT
検討会

WT
結果
反映

2/3～14

WT
検討会

WT
結果
反映実装必須機能

（経過措置対象 ）
の整理

ベンダ
分科会

WT
結果
反映

凡例

：検討会・WT・ベンダWT構成員が参加する作業

：事務局が実施する作業



１．国保標準仕様書【第1.4版】公開までの実施経緯と実施内容

令和6年度における改版内容は以下のとおり。
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# カテゴリ 令和6年度反映事項 反映内容 版数

1

制度
改正

マイナ保険証利用促進キャンペー
ン対応について

マイナ保険証の更なる利用促進のため、限度額適用認定証の申請様式に利用促進のための文言
を追加した。

【第1.3版】2
負担割合等の表示内容をチェック
する仕組みの対応について

オンライン資格確認等システムより連携された情報と保険者システムの情報を突合し、負担割合等に
相違がないかチェックする要件を追加した。

3 マイナンバーカードと健康保険証の
一体化について

マイナンバーカードと健康保険証の一体化のための要件を追加した。

4
eLTAX活用に係る対応について eLTAXを活用した収納に対応するための要件を追加した。

【第1.4版】
5

子ども・子育て支援金対応につい
て

医療保険者が賦課・徴収する保険料に子ども・子育て支援金を含めるための対応を仕様書に反映
した。

6

全体

横並び調整方針改定版の取り込
み

令和6年8月に展開された横並び調整方針の改定版の変更点を仕様書に反映した。 【第1.3版】

7
実装必須機能（経過措置対
象）について

一部の実装必須機能について、時限を設けた標準オプション機能として扱う方針とし、経過措置対
象機能を標準仕様書に反映した。

【第1.4版】

8

個別
機能

特定健診等に係る業務について 特定健診等システム標準仕様書【第1.0版】が公開されたため、仕様書に反映した。

【第1.3版】

9 副本照会結果の取込機能の削除 副本照会結果の取込機能を機能要件から削除した。

10 機能の単位の見直し 機能の単位は必要最小限の機能を1単位とする記載の基準に沿っていない要件を見直した。

11
集計根拠資料の行政区別出力
機能の見直し

国・都道府県へ報告するための根拠情報を行政区毎に出力する機能について標準オプション機能に
変更した。

12
支給決定通知書医療機関名称
出力対応

医療機関ごとの診療情報を示した高額療養費支給決定通知書を出力するための要件を追加した。

【第1.4版】

13 印字不可の宛名郵便番号対応 宛名郵便番号が印字できないことがあることから、標準オプション項目に変更した。

14
税務標準仕様書の改版箇所の横
並び見直し

税務標準仕様書【第4.0版】の改版箇所を、国保標準仕様書へ反映した。

15
不支給決定通知書の項目の実装
類型変更

不支給決定通知書の内訳項目の実装類型を支給決定通知書にあわせて標準オプション項目に変
更した。

16 その他 誤植修正等の反映 誤植や不整合となっている記載を修正した。
【第1.3版】及
び【第1.4版】



標準化の対応としては、デジタル庁より示された「地方公共団体情報システム標準化基本方針（改定案）について」
（令和5年7月展開）（※）のとおり、令和5年3月末時点で公表された標準仕様書に適合した標準準拠システム
に、令和7年度末までに移行することを目指すこととなる。
他方、国保標準仕様書においては、【第1.4版】において持ち越し事項とした課題が残存していることや、来年度に向

けた制度改正に対応する必要があることから、引き続き改定を行う。
なお、令和5年度以降の改定にて追加・変更した機能要件等の適合基準日については、令和7年度末までに適合

が必要となる制度改正に係る事項を除き、令和8年度以降となる。

（※）当該資料については令和6年12月24日に改訂されている。

今年度において、対応を予定している内容は以下のとおり。

• 国保標準仕様書【第1.4版】の持ち越し事項の対応
国保標準仕様書【第1.4版】より持ち越した検討・課題事項について対応方針の決定、国保標準仕様書への

反映を行う。
⇒後述【３章】に記載。

• 制度改正等に関する要件の取り込みについて
今年度国保として検討すべき制度改正等として、資格確認書等の有効期限や高額介護合算療養費の支給

手続き簡素化に係る対応について整理する。
⇒後述【４章】に記載。

• その他修正について
これまでにいただいたご意見等を踏まえて、改めて事務局において検討を行い、修正が必要と判断した対応につ

いて整理する。
⇒後述【５章】に記載。

5

２．国保標準仕様書【第1.5版】公開に向けた実施事項

次ページ以降、各実施状況、WTにて議論を行った結果の結論等について説明する。
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２．国保標準仕様書【第1.5版】公開に向けた実施事項

今年度予定している国保標準仕様書の改版スケジュールを以下に示す。（グレーの網掛け箇所は事務局作業）

令和7年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

全国
意見
照会

WT
検討会

△7/10（仮）
標準仕様書
【第1.5版】（案）公開

△8/29
標準仕様書
【第1.5版】公開

照会
結果
反映

WT
検討会
準備

▲6/11 第1回WT

△6/25 第1回検討会

△8/7（仮）
第2回WT

△8/19（仮）
第2回検討会

WT
検討会

WT
結果
反映

WT
結果
反映

※ 記載している標準仕様書の版数は仮の版数となります。

仕様書案作成
令和7年度
上期改版対応

令和7年度下期改版対応

7/10～
22（仮）

資格確認書等
有効期限に

関する市町村調査
調査結果反映

全国
意見
照会

WT
検討会

照会
結果
反映

WT
検討会
準備

WT
検討会

WT
結果
反映

WT
結果
反映

仕様書案作成

△11月上旬（仮）第3回WT

△11月下旬（仮）第3回検討会

△12月上旬（仮）
標準仕様書
【第1.6版】（案）公開

△1月中旬（仮）
第3回WT

△1月下旬（仮）
第3回検討会

△1/30
標準仕様書
【第1.6版】
公開

上期対応としては、以下の対応を予定している。
・給付管理機能の実装要否について
・資格確認書等の有効期限について
・督促状（はがき様式）のレイアウトの追加等、その他修
正事項

対応内容の詳細については、次章以降にてご確認いただき
たい。

下期対応としては、以下の検討を予定している。
・高額介護合算療養費の支給手続き簡素化について
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３．国保標準仕様書【第1.4版】の持ち越し事項の対応について

国保標準仕様書【第1.5版】（案）における検討・課題事項の対応状況は以下のとおり。 （各課題の詳細につい
ては、「【資料No.2別紙１】検討・課題事項一覧_国保」参照）

# 検討・課題事項 対応方針及び対応状況
国保標準仕様書
【第1.5版】（案）
への取込状況

【資料No.2
別紙１】の
項番

1
給付管理機能の実装
要否について

給付管理機能を国保システムに実装せず、システム外（Excel）で対応している団体から「現
行システムで給付管理機能を実装していないが、次期システムでも、給付管理機能を実装しな
くても、標準準拠システムとしてよいか」といった照会があり、回答にあたり、厚労省国保課、デジ
タル庁との調整を行った結果、「Excel管理している等、利用団体がシステム化不要と判断した
場合かつ提供事業者によって当該機能を構築しない対応（非活性化等）が可能な場合にお
いては必ずしもシステム化する必要はない。」という方針が整理されたことから、国保標準仕様書
に規定している給付機能について、改めて取り扱いを検討する。

取込済み No.12



（１）給付管理機能の実装要否について

国保標準仕様書においては、令和5年度に実施した国保標準仕様書【第1.2版】の検討において、給付管理機能について、国保標準仕様
書に示した機能を利用せずに標準化対象外システムにて対応している市区町村が存在することが想定されるため、このような市区町村におい
ては当該機能を実装しなくてもよいものとする規定を追加するかについて議論した。議論の結果、当該機能を国保システムに実装しない場合、
機能別連携仕様に沿った他システムとのデータ連携ができなくなること等が懸念されることから、規定の追加は見送り、継続検討事項としてい
たところ。（当時の検討結果の詳細については次ページ参照。）

一方、令和7年度末となる標準化期限を見据えて、標準化期限までに標準仕様書への準拠が困難なシステムの対応についてデジタル庁に
て整理が進められているところであるが、給付管理機能を国保システムに実装せず、システム外（Excel）で対応している団体から「現行シス
テムで給付管理機能を実装していないが、次期システムでも、給付管理機能を実装しなくても、標準準拠システムとしてよいか」といった照会
があり、回答にあたり、厚労省国保課、デジタル庁との調整を行った結果、Excel管理している等、利用団体がシステム化不要と判断した場
合かつ提供事業者によって当該機能を構築しない対応（非活性化等）が可能な場合においては必ずしもシステム化する必要はないことが
確認されたため、国保標準仕様書に規定している給付管理機能の実装要否について見直す必要がある。

課題

上記の経緯を踏まえ、改めて事務局にて取り扱いを検討し、国保標準仕様書において規定している給付管理機能については、以下のとおり、
本紙に規定を追加した。

方針（案）

8

３．国保標準仕様書【第1.4版】の持ち越し事項の対応について

前ページにお示しした検討・課題事項の対応に関して、本ＷＴにて確認または議論いただく必要があると考えられる議
題を事務局において整理した。

国保標準仕様書（本紙）【第1.5版】（案）
「給付管理」については、一部の事務処理を国保連合会が保有する国保総合システムへ委託する運用において、国保総合
システムで対応していない事務処理を国民健康保険システム外（標準化対象外システム、Excel等）で対応している市区
町村も想定される。
当該市区町村においては、本仕様書に示す給付管理機能を国民健康保険システムに実装しなくても運用上支障はないこと
から、このような事情を鑑み、給付管理機能について、市区町村がシステム化不要と判断し、かつ国民健康保険システムを提
供するベンダによって給付管理機能を構築しない対応（非活性化等も含む）が可能な場合においては、必ずしも国民健康
保険システムに実装する必要はないものとする。



（１）給付管理機能の実装要否について

9

３．国保標準仕様書【第1.4版】の持ち越し事項の対応について
令和5年度第3回検討会資料より再掲
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４．制度改正等に関する要件の取り込みについて

今後対応が必要となる制度改正等については以下のとおり。
以下表の#2の制度改正等について、次ページ以降に示す修正内容をWTへお諮りし承認をいただいた上で、標準仕

様書【第1.5版】（案）に反映した。

# 項目 対応方針及び対応状況
国保標準仕様書
【第1.5版】（案）
への取込有無

国保標準仕様書【第1.5版】
（案）における修正対象

1
高額介護合算療養費の支
給手続き簡素化について

令和4年度地方分権改革に関する提案募集での提案事項をうけ、高額介護合算療
養費の支給申請手続きの簡素化が可能となる見込みであることから、国保標準仕様
書への反映を検討する必要がある。
機能要件の整理にあたっては、国保総合システム等との連携仕様や、申請書の帳票レ
イアウト等について、介護及び後期との調整を行う必要があるが、現時点においても継
続して検討が行われている状況である。
このような状況を鑑み、国保標準仕様書への取り込みについては、【第1.6版】（令和
8年1月公開）に向けて検討を行うこととし、検討・課題事項一覧にて管理するものと
する。

無
（今後検討予定）

ー

2
資格確認書等の有効期限
について

資格確認書及び資格情報のお知らせについて、有効期限の設定に関する機能要件を
規定しているが、負担割合や限度額適用区分を記載する場合に設定する有効期限に
ついて明確に示せていないことから、市区町村の実態を調査した上で、国保標準仕様
書へ反映を行う必要がある。

有 （別紙２）機能・帳票要件



令和6年12月2日以降、マイナ保険証を基本とする仕組みに移行し、新たに資格確認書及び資格情報のお知らせ（以下「資格確認書
等」という。）を発行することとされたことを踏まえ、国保標準仕様書【第1.3版】において、資格確認書等の発行機能等の機能要件を規定し
たところであるが、負担割合や限度額適用区分を記載する場合の有効期限の設定に関する機能要件を明確に示せていない状況。
このことについて、「負担割合や限度額適用区分の記載有無により、記載する有効期限の取り扱いを任意に変更したい」といった市区町村か
らのご意見をいただいたことから、国保標準仕様書における規定内容について整理を行う必要がある。

課題

国保標準仕様書における規定の見直しについて厚生労働省保険局国民健康保険課と協議を行った結果、市区町村の将来的な運用想
定も含めた運用実態について調査（※）を実施したうえで、その結果を踏まえて機能要件の再整理を行うこととした。

（※）標準仕様書の改版スケジュールの都合上、既に厚生労働省保険局国民健康保険課より、「国民健康保険システムの標準仕様書
【第1.5版】の検討に向けた実態調査について（依頼）」が発出されており、令和7年6月6日期限で調査を実施済み。
（調査依頼の内容及び現時点における集計結果等については、次ページ以降参照。）

方針（結論）
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４．制度改正に関する要件の取り込みについて

（１）資格確認書等の有効期限について



調査依頼の内容については以下のとおり。

12

４．制度改正に関する要件の取り込みについて

（１）資格確認書等の有効期限について

＜国民健康保険システムの標準仕様書【第1.5版】の検討に向けた実態調査について（依頼）＞
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４．制度改正に関する要件の取り込みについて

（１）資格確認書等の有効期限について

＜国民健康保険システムの標準仕様書【第1.5版】の検討に向けた実態調査について（依頼）（つづき）＞
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４．制度改正に関する要件の取り込みについて

（１）資格確認書等の有効期限について

＜国民健康保険システムの標準仕様書【第1.5版】の検討に向けた実態調査について（依頼）（つづき）＞
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４．制度改正に関する要件の取り込みについて

（１）資格確認書等の有効期限について

＜国民健康保険システムの標準仕様書【第1.5版】の検討に向けた実態調査について（依頼）（つづき）＞
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４．制度改正に関する要件の取り込みについて

（１）資格確認書等の有効期限について

＜国民健康保険システムの標準仕様書【第1.5版】の検討に向けた実態調査について（依頼）（つづき）＞
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４．制度改正に関する要件の取り込みについて

（１）資格確認書等の有効期限について

調査については6月17日までに全都道府県からの回答を受領したため、その集計結果を「【資料No.2別紙2】資格確
認書等に関する運用状況調査結果」に示す。
調査結果をもとに、第1回合同WTにて提示させていただいた事務局（案）について、改めて機能要件の検討を行った。

① 事務局（案）にて対応可能とした機能概要
• 70歳未満、70歳以上などの違いに応じて世帯内で更新サイクルの始期と終期を５年以内の期間で設定できる
こと。

• 限度額区分等の任意記載事項を考慮し、最短の有効期限を設定できること。
• 一斉更新にて、更新時期の異なる「70歳以上のみ」または「70歳未満のみ」の被保険者を選択して、一括出力
できること。

② 調査結果の分析結果
調査の結果、ほとんどの市区町村が8月更新で1年サイクルでの運用していることが分かったが、一部、負担割合を記
載した70歳以上の資格確認書を2年サイクルで運用を行うといった回答や、10月や12月等、8月以外の月に更新
するといった回答があった。

調査結果より、一部の市区町村における2年サイクルや8月以外の月に更新を行う運用を実施する場合であっても、
事務局（案）に示した機能要件により実施可能であると判断したため、標準仕様書【第1.5版】（案）に反映した。
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４．制度改正に関する要件の取り込みについて

（１）資格確認書等の有効期限について

＜（別紙２）機能・帳票要件 ＞
■修正前

■修正後
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５．その他修正

事務局において改めて国保標準仕様書の内容を見直した結果、修正要否の検討が必要と判断した内容について、以下に示す。なお、
修正が必要と判断したものについては、WTへお諮りし承認をいただいた上で国保標準仕様書【第1.5版】（案）へ取込済み。

# 修正概要 修正方針
国保標準仕様書【第1.5版】（案） 該当機能の

実装類型取込状況 修正対象

1
督促状（はがき様式）
のレイアウトの追加

介護標準仕様書での規定状況や、過去の全国意見照会において複
数ご意見をいただいていることをうけ、「督促状兼納付書（はがき様
式）」の帳票レイアウトを追加した。

取込済み
（別紙２）機能・帳票要件
（別紙３）帳票詳細要件
（別紙４）帳票レイアウト

標準オプション機能

2
各種申請書の委任状
欄の取り扱いについて

申請書における委任状欄について、現状、規定している帳票としていな
い帳票が混在する（規定している帳票については、委任状欄を出力
すること標準オプション機能として規定している状況）が、規定していな
い申請書についても委任状欄を出力することを認めて欲しいとのご意見
が複数あったことを受け、本紙に規定を追加した。

取込済み
本紙
（別紙２）機能・帳票要件

標準オプション機能

3
申告用の納付額証明
書における公印の実装
類型について

令和6年度の検討において、構成員等からいただいたご意見に基づき、
納付額証明書の公印について、標準オプションに変更した。

取込済み （別紙３）帳票詳細要件 標準オプション機能

4
納付履歴情報
（024o003）について

「024_国民健康保険_機能別連携仕様」の連携ID：024o003
（納付履歴情報）に関して、国保標準仕様書に住民税システムとの
連携に係る機能要件の規定がないことから、機能要件の追加を行った。

取込済み （別紙２）機能・帳票要件 標準オプション機能

5
カク公・マル公の帳票名
称変更について

（別紙３）帳票詳細要件及び（別紙４）帳票レイアウトに規定し
ている納付書について、帳票名からカク公／マル公を判別できるよう、
帳票名の見直しを行った。

取込済み
（別紙３）帳票詳細要件
（別紙４）帳票レイアウト

－

6 納付書の項目見直し
各種納付書で規定しているシステム印字項目について、不整合となっ
ている記載が存在したため見直しを行った。

取込済み （別紙３）帳票詳細要件 実装必須機能

7
過年度更正の起算日に
関する料と税の記載削
除について

料と税で起算日が違うと誤認される恐れのある記載箇所について、見
直しを行った。

取込済み （別紙２）機能・帳票要件 実装必須機能

8
管理項目名称「賦課
権」「徴収権」の記載見
直しについて

管理項目名称が「賦課権」と「徴収権」と記載があり不整合となってい
るため見直しを行った。

取込済み （別紙２）機能・帳票要件 標準オプション機能
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５．その他修正

事務局において改めて国保標準仕様書の内容を見直した結果、修正要否の検討が必要と判断した内容について、以下に示す。なお、
修正が必要と判断したものについては、WTへお諮りし承認をいただいた上で国保標準仕様書【第1.5版】（案）へ取込済み。

# 修正概要 修正方針
国保標準仕様書【第1.5版】（案） 該当機能の

実装類型取込状況 修正対象

9
不当不正利得グループ
の経過措置対象となる
機能要件について

不正不当利得に関する機能要件のうち、不当利得情報の登録機能
（機能ID：0242612）を経過措置対象としているが、後続処理で
使用する納付管理機能（機能ID：0241231）が経過措置の対
象外となっているため、見直しを行った。

取込済み （別紙２）機能・帳票要件 実装必須機能

10
医療機関情報の管理
項目について

医療機関情報の管理項目に重複した規定や、名称の誤りがあるため、
見直しを行った。

取込済み （別紙２）機能・帳票要件
実装必須／

標準オプション機能

11
支給決定通知書におけ
る公印について

「給付30_国民健康保険高額療養費支給決定通知書」の帳票に規
定している公印について、他の支給決定通知における公印で規定して
いる「印字が必要な団体においては実装必須とする。」の文言が不足し
ているため見直しを行った。

取込済み （別紙３）帳票詳細要件 標準オプション機能

12
帳票における文字切れ
対応に関する機能要件
追加について

本紙に規定している文字切れ発生時の機能について、機能・帳票要
件に規定した。

取込済み （別紙２）機能・帳票要件
実装必須／

標準オプション機能

13
一部負担金等減免取
消通知書の取り扱いに
ついて

「資格28_一部負担金減免等取消通知書」については被保険者向
けだけでなく、医療機関向けに使用されることも想定されることから、当
該帳票を医療機関向けに出力するための機能要件を追加した。

取込済み （別紙２）機能・帳票要件 標準オプション機能

14
還付通知書関連帳票
の明細数について

「収納6_還付通知書」、「収納7_過誤納金還付請求書」及び「収納
8_還付充当通知書」の３帳票の期別の明細数について不統一であ
ることから帳票レイアウトを見直した。

取込済み （別紙４）帳票レイアウト 実装必須機能

15
納付書レイアウトに関す
るゆうちょ指摘対応につ
いて

標準仕様書をもとに作成した納付書レイアウトに対してゆうちょ審査に
て指摘を受けているとの問合せがあり、改めて見直しを行った。

取込済み （別紙４）帳票レイアウト
実装必須／

標準オプション機能
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（１）督促状（はがき様式）のレイアウトの追加

５．その他修正

圧着はがき様式の督促状について、介護標準仕様書での規定状況や、過去の全国意見照会において複数ご意見をいただいていること
をうけて帳票レイアウトの追加を検討した結果、その他の納付書関連の帳票と合わせて、共通納税あり／なしの2種類の帳票詳細要件
及び帳票レイアウトを追加した。
なお、圧着はがき様式の督促状については、マル公様式であり市区町村ごとにレイアウトが異なることが想定されることから、当該帳票レイ

アウトを使用する場合は、市区町村においてゆうちょ銀行等関連機関への審査を実施いただく想定であることを機能・帳票要件の要件の考
え方に示した上で、参考様式かつ標準オプション機能（実装してもしなくても良い帳票）として示した。
一方、口座振替不能通知書については、督促状に比べて発行枚数が少ないことからはがき様式の追加のご意見はいただいていないため、

圧着はがき様式の口座振替不能通知書の追加は行わないこととした。

＜（別紙２）機能・帳票要件＞

＜（別紙４）帳票レイアウト 「収納26_督促状（はがき２）（eL-QRあり）」＞
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５．その他修正

（２）各種申請書の委任状欄の取り扱いについて
各種申請書における委任状欄については、住民の方にて記入いただく項目であり、システム印字項目を示すための（別紙３）帳票詳

細要件には記載しておらず、実装必須／標準オプションのいずれにも分類されない項目としているが、一部の帳票において、標準オプション
機能として機能・帳票要件に規定した上で非表示とすることを可能としている帳票が存在する。標準オプション機能として規定していない申
請書についても、押印欄を出力したり、委任状欄全体を非表示とすることを認めて欲しいとのご意見が複数あったことをうけ、標準オプション
機能として要件を追加するととともに、市区町村の判断により印字要否を選択可能とするよう、以下のとおり本紙に規定した。

＜（別紙２）機能・帳票要件＞

＜本紙＞
〇委任状の押印欄について
各種申請書における委任状の押印欄については、住民が記入する項目であることからシステム印字項目を示すため
の帳票詳細要件に示していないが、市区町村によって要否が分かれることから、機能・帳票要件に委任状欄を設け
る機能を標準オプション機能として規定し、市区町村の判断に応じて印字しても差し支えないものとする。
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５．その他修正

（３）申告用の納付額証明書における公印の実装類型について
収納12「納付額証明書」について、「申告用に発行するものであるのに対して、首長名及び公印の印字が必須項目として規定されてい

る。印字の要否が変更できるようにしてほしい。」との複数ご意見をいただいたことから、利用用途が同じである収納04「口座振替済通知兼
納付額証明書」とあわせて、当該帳票の公印の実装類型を標準オプション項目に変更し、印字の要否を変更可能とした。

＜（別紙３）帳票詳細要件 収納12「納付額証明書」＞
■修正前

■修正後



「024_国民健康保険_機能別連携仕様」の連携ID：024o003（納付履歴情報）に関して、国保標準仕様書に住民税システム
との連携に係る機能要件の規定がないことから、追加すべき機能要件の検討を行った。追加を検討している機能要件（案）は、国保収
納を導入する場合には必須機能である一方、統合収滞納機能にて国保収納の管理を行う場合には実装が必須ではないと考えているため、
標準オプション機能（国保収納を使用する場合は実装必須機能）として以下のとおり規定した。

上記のとおり、統合収滞納機能にて国保収納を管理する場合には、統合収滞納から収納情報を住民税システムへ連携すべきと考えて
おり、国保業務として当該連携機能は必ずしも必要となるものではないと考えることから、機能別連携仕様において実装必須機能として規
定されている連携ID：024o003（納付履歴情報）について、実装類型の見直しを検討いただくようデジタル庁へ依頼する想定。

（４）納付履歴情報（024o003）について

＜（別紙２）機能・帳票詳細要件＞
■修正後

24

５．その他修正
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（５）カク公・マル公の帳票名称変更について

５．その他修正

（別紙３）帳票詳細要件及び（別紙４）帳票レイアウトに規定している納付書について、「帳票名でカク公かマル公が判別できるよう
にしてほしい」とご意見を受け、以下のとおり、帳票名の見直しを行った。

＜修正対象の帳票及び修正後帳票名 ＞



（６）納付書の項目見直し
「賦課46_納付書２」の帳票詳細要件には「取り扱い期限」と示されているが、帳票レイアウトでは「備考1」「編集１」と示されており不

整合となっているとのご意見をいただき見直しを行ったところ、 「収納18_納付書３」の帳票詳細要件には「備考1」「編集１」と規定されて
おり、帳票によって統一できていない項目が存在したため、以下のとおり修正した。

■（別紙3）帳票詳細要件及び（別紙４）帳票レイアウト 「賦課46_納付書２」（修正前）

■（別紙3）帳票詳細要件 「収納18_納付書３」

■（別紙3）帳票詳細要件 「賦課46_納付書２」（修正後）

＜修正対象の帳票＞

26

５．その他修正



（７）過年度更正の起算日に関する料と税の記載削除について
機能ID：0240745に規定している要件の考え方の記載について、料と税で起算日が違うと誤認された問い合わせをいただき、改めて

検討を行った結果、誤解を生じる記載であったことから、 「国民健康保険料に適用されるものであり、地方税法が適用される国民健康保
険税では該当しない。」の記載を削除した。また、構成員よりご意見をいただき、厚生労働省保険局国民健康保険課へ確認したところ、地
方税法が根拠となるとの見解が示されたため、要件の考え方を以下のとおり見直した。

27

５．その他修正

＜（別紙２）機能・帳票要件 ＞
■修正前

■修正後



（８）管理項目名称「賦課権」「徴収権」の記載見直しについて
機能ID：0240513において管理項目は「賦課権消滅判定用納期限」と規定されているが、要件の考え方には「徴収権消滅判定用

納期限」と記載しており、不整合となっている。「徴収権消滅判定用納期限」が正しいことから、管理項目の名称を修正した。

28

５．その他修正

＜（別紙２）機能・帳票詳細要件＞
■修正前

■修正後



（９）不当不正利得グループの経過措置対象となる機能要件について
不正不当利得に関する機能要件のうち、不当利得情報の登録機能（機能ID：0242612）を経過措置対象としているが、後続処

理で使用する納付管理機能（機能ID：0241231）が経過措置の対象外となっているため、後続処理の納付管理機能（機能ID：
0241231）についても、経過措置対象とした。

29

５．その他修正

＜（別紙２）機能・帳票詳細要件＞
■修正前

■修正後
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５．その他修正

（１０）医療機関情報の管理項目について
医療機関情報の管理項目として、機能ID：0241318（実装必須機能）に規定している「医療機関略称」及び「医療機関略称カ

ナ」は、機能ID：0241321（標準オプション機能）にも規定しており、重複した規定となっている。要件の考え方に記載のとおり、当該管
理項目は標準オプション機能に変更した経緯があることから、機能ID：0241318（実装必須機能）の管理項目から削除した。
また、機能ID：0241321にて規定している「新設年月日」について、「開設年月日」が適切であることから、管理項目名称を修正した。

＜（別紙２）機能・帳票詳細要件＞
■修正前

■修正後
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５．その他修正

（１１）支給決定通知書における公印について
「給付30_国民健康保険高額療養費支給決定通知書」の帳票に規定している公印について、「給付04_支給決定通知書」等の他

の支給決定通知における公印で規定している「印字が必要な団体においては実装必須とする。」の文言が不足しているため、帳票詳細要
件に追記を行った。
なお、その他帳票（勧奨通知等）の公印についても同様の規定をすべきか検討を行った結果、公印の印字が必要としている市区町村

が確認できず、ご意見もいただいていないことから、同様の規定は行わないこととする。

＜（別紙３）帳票詳細要件＞
■修正前

■修正後
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５．その他修正

（１２）帳票における文字切れ対応に関する機能要件追加について
国保標準仕様書本紙「第3章 ２．（３）帳票印字項目の留意事項について 〇印字可能文字数と文字切れエラーリストについて」

において、帳票出力時に文字切れが生じた場合の要件を規定していたが、適合基準日等を明確に規定するため、改めて（別紙２）機
能・帳票要件に実装必須機能として要件を追加した。
機能要件の追加にあたり、文字切れが含まれる場合に検知できるようにする機能（機能ID：0242866）は実装必須機能として規

定する想定。一方、未登録外字が含まれる場合に検知できるようにする機能（機能ID：0242867）は、行政事務標準文字への対応
後は基本的に外字への対応はなくなるため、標準オプション機能として規定したいと考えている。また、文字切れが生じた場合の印字の選択
機能については、利便性向上を目的とした機能であり、必ずしも必要ではないと考えることから、標準オプション機能として規定した。
また、実装必須機能として追加する機能要件はすでに本紙にて規定済みの機能要件のため、適合基準日は令和8年4月1日とする。
なお、上記のとおり機能・帳票要件に追加することに伴い、本紙にて規定済みの表現についても適切に見直しを行った。

＜（別紙２）機能・帳票詳細要件＞
■修正後
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５．その他修正

（１３）一部負担金等減免取消通知書の取り扱いについて
「資格-28 一部負担金等減免取消通知書」について、機能ID：0240356にて当該帳票を出力する機能要件を規定しているところ。

一方で、「一部負担金の徴収猶予及び減免並びに保険医療機関等の一部負担金の取扱について(昭和三四年三月三〇日)(保発第
二一号)」第一の六(二)の以下の規定において、減免を取り消した旨及び取消の年月日を保険医療機関等に通知する必要があると通知
されており、当該帳票は医療機関向けに使用することも想定される。

国保標準仕様書において規定している上記の機能要件（機能ID：0240356）については、住民向けに当該帳票を出力することを想
定した機能要件であったことから、同じく医療機関向けとしても使用する帳票「給付-4 支給決定通知書」に関する機能要件（機能ID：
0241202）と同様に、医療機関向けに出力するための機能要件を標準オプション機能として追加した。

保険者は、偽りの申請その他不正の行為により一部負担金の減免を受けた者がある場合においてこれを発見したときは、ただち
に当該一部負担金の減免を取り消すものとすること。この場合において被保険者が保険医療機関等について療養の給付を受け
たものであるときは、保険者は、ただちに、減免を取り消した旨及び取消の年月日を当該保険医療機関等に通知するとともに、
当該被保険者がその取消の日の前日までの間に減免によりその支払を免かれた額を当該保険者に返還させるものとすること。
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５．その他修正

（１４）還付通知書関連帳票の明細数について
「収納6_還付通知書」、「収納7_過誤納金還付請求書」及び「収納8_還付充当通知書」の3帳票について、（別紙４）帳票レイア
ウトにおいて異なる明細行数のレイアウトを示していたが、これらの帳票については「収納6」と「収納7」、または「収納7」と「収納8」の組合せ
で同時発行する運用を想定しており、各帳票の明細行数は同一となるべきではないかといったお問合せをいただいた。
お問合せをうけて、以下のとおり（別紙４）帳票レイアウトを修正した。

＜修正対象の帳票及び帳票レイアウトの修正内容 ＞

＜（別紙４）帳票レイアウト 「収納7_過誤納金還付請求書」＞
■修正前

■修正後



＜（別紙４）帳票レイアウト 「収納18_納付書３（カク公）＞
■修正前

■修正後
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５．その他修正

（１５）納付書レイアウトに関するゆうちょ指摘対応について
標準仕様書をもとに作成した納付書レイアウトに対してゆうちょ審査にて指摘を受けているとの問合せがあり、改めて見直しを行った結果、
修正が必要と判断した事項について、帳票レイアウトに反映した。
主な修正は以下のとおり。

＜主な修正内容＞
• 「口座番号」のタイトルを「口座記号番号」に変更
• 「納付合計額」のタイトルを「納付合計金額」に変更
• 太枠線を変更
• その他、帳票によって不統一となっているタイトルや、帳票詳細要件との不整合について修正
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６．今年度スケジュール

今年度予定している国保標準仕様書の改版スケジュールを以下に示す。（グレーの網掛け箇所は事務局作業）

令和7年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

全国
意見
照会

WT
検討会

△7/10（仮）
標準仕様書
【第1.5版】（案）公開

△8/29
標準仕様書
【第1.5版】公開

照会
結果
反映

WT
検討会
準備

▲6/11 第1回WT

△6/25 第1回検討会

△8/7（仮）
第2回WT

△8/19（仮）
第2回検討会

WT
検討会

WT
結果
反映

WT
結果
反映

※ 記載している標準仕様書の版数は仮の版数となります。

仕様書案作成
令和7年度
上期改版対応

令和7年度下期改版対応

7/10～
22（仮）

資格確認書等
有効期限に

関する市町村調査
調査結果反映

全国
意見
照会

WT
検討会

照会
結果
反映

WT
検討会
準備

WT
検討会

WT
結果
反映

WT
結果
反映

仕様書案作成

△11月上旬（仮）第3回WT

△11月下旬（仮）第3回検討会

△12月上旬（仮）
標準仕様書
【第1.6版】（案）公開

△1月中旬（仮）
第3回WT

△1月下旬（仮）
第3回検討会

△1/30
標準仕様書
【第1.6版】
公開

３から５章にて示した給付管理機能の実装要否や資
格確認書等の有効期限、その他修正について、上記に
示すスケジュールにて対応を進める予定である。


